§　今の瞬間、具体的な人事労務の管理ポイント
株式会社総務部（情報通信）
Ａ．人事評価や報奨（インセンティブ）の導入は、複数年の業績目標の設定、 並びに受給期間を長期に設計することで、 目先の実績や（架空ともいえる）その場しのぎの業績を防止する。

Ｂ．人事評価は、個別企業内においては絶対評価方式、業界や同業他社人材との相対評価方式の二つを併用することで、同業他社より一歩リードする身近な目標設定で企業内活力を組織する。とりわけ商品の品質水準にばらつきがある業界では有効である。
Ｃ．全社的な業績に対する影響が限られている者、すなわち事業部長、部長、課長クラスの査定対象は、財務と業務の二面的業績から人事評価を行うことで、管理職クラスが組織力量の蓄積に関心を持つようにする。
Ｄ．損益とか売上額だけではなく、その人に託した設備や人件費の投資に対して、どういった価値（企業の固有価値、商品の使用価値、商品の交換価値など）を創造したかを人事評価の対象とすることで、事業育成といった個別企業の基盤への関心を養う。
Ｅ．投資に対する成功のインセンティブとともに、失敗に対するリスクを負わせる人事評価とすることで、組織にあぐらをかく安直な管理職の意識を変化させる。ここが利回りや金融がからむ財務部門では命綱となる。
そして、この元に一般職、専門職、専任職の労働者に対しては
　１．仕事そのものが楽しいこと(共同体意識とかやりがいある仕事意識)
　２．仕事の達成感があること（自己計画性と自己コントロール）
　３．プライベートが充実していること……となるポイントである。
また、Ａ～Ｅは、管理職の棚卸しであり、新型うつ病の抑制にも通じる。ことに、国内市場から世界の富裕層約１億人への販売を目指す、現在の第一次産業から第三次産業と分類されている業種すべてが、「高付加価値製品＆高水準サービス」の商品提供を通して行動することである。
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